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｜前cf95ヵ1牢－計66)画｜ % ｜新（fg6カ7年～7計1画）l % 
国 J内 資 金｜ 74.31 41,9.却 72.94 
国 外 資 金
借 款 4,840 17.17 10,600 18.37 
援 助 2,400 ・ 8.69 5,000 8.僧
計 28,180 100.00 57,520 100;00 
〈出所〉 Government Gazette; Volume 84 P町t24, 8th March 1967. 
-65ー ー－ vu-
タ イ
官軍 門 別 開 喬 支 出 内 訳
〈単位 100万パーツ〉
部 門 I6カ年計画 ｜新5カ年計画｜ % 
農業および協同組合 3,900 13.85 11,310 19.74 
鉱 エ 業 2,340 8.30 915 1.59 
運 輸 ． 通信 7,360 26.12 17,100 29咽 .73
• カ 4,700 16.82 4,970 8.63 
商 業 180 0.31 
村 務 開 発 5,5的 19.73 10，幻O 17.84 
z; e噌’ 衆 衛 生 I，価O 3.76 2,570 4.49 
教 育 2，佃O 7.38 6，回5 11.47 
、予 備 費 1,140 4.04 3,550 6.20 
計 ｜ 却，180 lふ。ートームl100.0 






GDP f % GDP l % GDP I% 
量島 業 20,9槌 .a 36.7 27,540.8 31.6 4.6 34,031.7 26.0 4.3 
鉱 業 1,039.3 1.8 1,927A 2.2 10.9 2,659,6 2.0 6.6 
製 造 業 5,948.S 10.4 10,483.5 12.2 10.2 17,799.8 13.6 10.9 
建 設 2,2却 .7 3.9 4,415.0 5.1 12;3 7,577.7 5.8 11.4 
運憶力・水道 259.4 0.5 697.5 0.8 18.2 1,595.6 1.2 18.0 
輸・通信 3,997 . 0 7.0 6,666.0 7.7 9.0 11,217.4 8.6 11.0 
商 業 10,193.4 17.8 16,167.8 18.6 8.0 24,154.8 18.6 8.4 
金融・、保険不動産 1,372.1 2.4 3,433.5 3.9 16.6 7,527.7 5.7 17.0 
住 宅 2,872.2 5.0 3,563.7 4.1 3.7 4,548.3 3.5 5.0 
国防・公共行政 2,911.5 .5.1 4,392.6 5.1 7.2 7,741.2 5.9 12.0 
サ ー ピ ス 5,361.0 9.4 7,597.6 8.7 6.0 11,960.4 9.1 9,5 
一国内総生産合計ド日比1山信；叫山雨；3lms1.4雨耐 8.5















2. 物価 問 題
1966年に引き続き一般諸物価は上昇している。バンコク・トンブリ地区の F
消費者物価指数は， 1960年～65年の 5年間に年平均 1.5%程度の上昇であっ
























































































































/1向。卜部1／叫判1鮒41965,19白 1967 (1月M 合計
7月）
1) 講認者可受数領した申 5, ,a 日市 ti5 82 69 61 90 1郎 617 
2) fg韓欝 23 ,o 3' '3 飽 59 56 '5 70 臨
2通）のり内訳は下記の
A タ イ企業数 9 1ft 21 15 初 17 26 18 S6 180 
外国企業数 2 1 2 5 2 2 初
合弁企業数 12 20 12 26 37 ,a 30 23 鑓 都、
B 企業創設数 16 25 23 28 (6 ,o u ω 63 E鈍
企業拡張数 『 15 1 15 16 19 9 .5 lfU 
1 3 2 自 23 13 13 u 17 9( 
C B業種企業数 1 『 2 6 2 s お
C業種企業数 2 35 31 28 舗 ,a ,s 羽 50 315 
D 全（100登万録パー資ツ本）、212., '21.18 初5.6 368.02 担3.75 (91.63 m.2 脇.u 68U 3,717 
タ（1帥万イパ資｝ツ本） 138.58 35U6 165. 7 2'8.'5 S28.5 251.79 153.28 S52;S 5U.S7 2,537 
外（100万国パ資ーツ本） 73.82 73.02 39.89 19'57 195.笥 239.8( 87.鑓 21.1 UD.33 1,180 
E 活（100動万パ資ーツ本） U9.7 8田.631,020.(3 1,106.73 1,583.78 1，鈎5.(6597.19 1,817.73 Z，飽1.34U，雌
F 機（100万パーツ）械 270.29 '6UB 節rn槌1.72 9'2.( 1,070側． 邸飼
1,1測.561,5H.53 S，総5
G タイ人労働者数 ,237 12.(0f 3,926 5,'27 9,9(9 5,619 8,23 鑓，
.ts 



































































































































2309人のうちには，将校15，下士官570人，僧侶30人が含まれている。 （B.P. 1. 17) 
応募締切の2月15日まででは応募者は約2万8千に達した。また， l月23日，タノ J
ム首相が明かにしたところによれば南ベトナム派遣兵力は2295人で， 採用決定後，約
90日の訓練を経て派遣される。 （B.W. 1. 24) 
（注〕 募集要項は次の通り。 1. 応募資格。タイ国籍を有する18～35才の男子。健
康で軍務に耐え得るもの。兵役または予備役にあるもの。兵器その他装備の操作
に心得のあるもの。士官あるいは下士官として応募するものは歩，騎，重砲，幡重，
または医療部隊に現在勤務中のもののみに限る。 2. 期間。 1月 16日より 2月15















れはタイの防衛にはタイ軍が責任を負うという，タイ側の主張による。 （B.W. 1. 






























































































































や経済開発6ヵ年計画の成果一一ブンチャナ開発省次官談。 （K.P. 2. 10) 
(1) 経済の総体的拡大と安定
1961～66年の6年間に国家経済は満足すべき率で拡大した。国民総生産の伸びは，
1960年の557億1700万パーツから， 66年には 869億8000万パーツになった。 GNPの
伸び率は年平均7.2%, この間の人口の増加は年率3.2%であるから国民1人当りの
所得の伸びは 4%となる。 1960年の2056パーツから， 66年には2620パーツに増加して
いる。 GNPのこの伸びは，政府・民間を通しての投資の伸びによるものである。国
家の投資額は， GNPの20%に当る。 GNPの伸びに伴って，投資額も1960年の81鰭 e 、
5000方ノξーツから66年の193億パーツへと増加した。消費物資への投資も増加したが，
園内の物価水準は僅かしか上昇していない。一部商品の輸入も増えているが，外貨準

















































農業および協同組合 3,900（万パーツ） 13.85(%) 
工 業 2,340 8.30 
通信・運輸 7,360 26.12 
エネルギー 4,740 16.82 
社会開発と公共施設 5,560 19.73 
公衆衛生 1,060 3.76 
教 育 2,080 7.38 
その他 1,140 4.04 















































は， A, Bグループのものでも今後5ヵ年聞にわたり有効である。なお， A, B, C 

























タイ人資本｛ " ) 



























































































































































































































































2 日 , ASPAC，第2回閣僚会議一一韓国筋によると， ASPAC第2回閣僚会議。




































































































































iB a , タイ駐留の米軍3万5千，米当局者表明――マーチン駐タイ米大使は，バン





































































































































3 日 V大口貸出の制限一一タイランド銀行は 1月3日付告示をもって商業銀行の貸
出最高限度額が従来1企業あたり資本金の40%相当額であったのをMに引下げ，
7月1日以降実施することとした。今回の措置の主たる狙いは外資導入促進およ






















































































と述べた。なお，槌価によるプレミアムの徴収率は，（1）嬬白米 100%, 5 %, 10 






































































































































































半官の SiamCemene Co.は現在のところ月 1方5千トンもの余剰生産がある。
同社筋によると，タイ政府は最近セメントの輸出税（トンあたり20パーツ〉を引
き下げたが日本，韓国の業者はこれ以上の特典を受けており，対策が望ましい。
5 日 ' 1月の商い最高一一パンコク証券取引所における 1月の商いは4方2752株に


































1 日 V観光業 TOT(Tourise Organization of Thailand）発表一一観光業は今や
タイで7番目に大きな外貨収入源となっている。 1956～63年まで，観光による収J
入は年間 19.96%の率で伸びてきており， 66年には65年より 3.7%多い千万ドル
をかせいだ。 67年のそれは3300万ドルに達するであろう。（Rf'.2. 12) 










¥/ 15日 ’物価騰貴について一夕イ中央銀行 Bis
すぺき率をもつて成長してU、る。ただ過去数年にわたり安定していた物価水準
が， 66年の間に上昇したこと，とくに食料品と建築資材の価格があがったことは，
-147ー 一（ 31 ）ー，
タ イ （2月〉
将来に対するかく乱要因である。その原因につき十分注意し，早急に対策を講ず




















1s a VτMNC新たに2隻を購入一一NEDC（経済開発審議会）は TMNC(Thai 




































期 間｜ （合計） ｜当局側成果｜ 主たる衝突 事 件 ・ 備 考




14日｜ I s，帰順45 1帰願者45は「農民観放同盟のj党員。
1月15～ ｜村長の死亡 1I射殺し逮捕｜衝突事件6件，射殺は南部ノξタルンクや
21日｜ 〈サコンナコ I39 1での事件。東北では官吏に対する攻撃
｜ン県） I I t/. 6件あり，うち 5件は未遂。
-149ー 一（ 33）ー















, . 1) 
2月:12-
l2射5，殺帰3j頂逮4捕｜ーブンリバラムノ県ムでで衝同突じあく射り殺，脚2。 ナコ18日



































































































































#.,.. ' (" 
; # . ’ ー 元主7
ハイ、く，..－，1，’ ユグセよ久ナ
J .、4 i J 」．，、 '1.
V ‘ー＼＿ ?- ＼ム
（中部タイ） .J （東北タイ） } ¥ 
1内 Oナコンサワン県では米の i Oジコーート収入による農民の米、 ＼ 
5割は農民の手に残るo <, の売り控え説。 L巴 ＼ 
0精米所は米不足。 ど 0精米業者休業状態。 一『T !. 
｛ o米価高と政府の値下げ策 f O東北タイ中央部の諸県では農 、 円
_, の噂で農民は米を売り急： 民は米を売っている。 、
幅，T ¥ 0カンボジア国境よりでは農民 -;, I 
、 Oベチ「ブリ県では精米業｛ ti米の販売を手控えている。 ) ) 
者は政府の値下げ策を歩i } .,J 、 t 一 色＞－、’、 ’聞邑司，－圃包，d、－－置、，骨 ‘ 
⑨；.，－ t、ブカンポジアく，，『
¥ fぺ～向う（束夕イ） .－事．，、 i I I ‘、 i t 、／レ， J I l l 
、「－J I し町..＿..、一 ¥ 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































ゴム，塊状ゴム，粉ゴム，ゴム樹皮4.70パーツ。米，（1）白米 a)100 %, 5 %米
,3910パーツ（メトリックトン当り，以下同じ） b) 10%, 15%, 20%米 3550パ－

























































































































































































































































































-=: ( 6, ）← -122-
タイ（4月）































































































































































































































トを建設中である。この他に 5年前J タイ生産性向上センターが設置され， 444部
門， 4000人余りの訓練を行なってきた。現在計画中のものとしては，市場面での
援助で，市場公社の設置計画が進行中である。














1965年 4,376 " 190万5千トン


















































































































































































, T. M. I. C.の解散とその影響一一ターパナー商業会議所理事は日本の T.M.



















































































































































































































































































































































































































































100%精白米＝ 1470パーツ（6月は 1320パーツ〉。 5%精白米＝1400( 6月


























































































































































































































































































































































































































































23日 V政府発表によれば， 1968年予算の農民援助費は 1億6500万パーツで，これは
1967年より2500万ノξーツ増加している。この費用は米作増産のための肥料，農機
具購入費6500万パーツ，農業金融機関への助成金 1億パーツなどからなっている。





































































































































































































































































































7 目 ＇脅イ，インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポールの 5ヵ国代表
は公式会識を聞き，新しい地域経済グループ，東商アジア諸国連合（ASEAN=the


































































































































経済開発費 62億7650 国内治安費 13億:4360
教 育 費 33億6260 公共サーピス費 10億2720
国 防 費 32億6490 借 款 返 済 費 12億0000
公共衛生費 25億4870 その他支出 22億：3850
収入予算は次のような費目に分けられる


















































































































































































Pin Buaorn （または ChinBua-pratert) （タイ人。 36才。タマサ－ h大学時
代はタイ青年民主同盟メンパー。 SajjaDharm誌編集長。 1952年に共産中国
に行き北京，重慶で学ぶ。 1958年に帰国。南タイ共産主義者の責任者）




Chaiwat Tanyaprasitporn （または LukhawsaeTan) （中国人，タイ国籍。
33才。 1966年に共産中国に行き，同年帰国。破壊活動および裏切り分子殺害の
責任者）
Prasit Srisuporn （または Singh)Cジャングル中の共産分子への補給責任者）
















































































































Tong Jamsee, Chaiwat Tunyaprasitpern, Yew Sae Ung, Lert Xuto Pin 
Bua-on, Stongchit Petrujei, Vichai Oumpanjaren，中国系氏名不詳1名。
4 日 ，韓国丁首相ー行訪タイ


















が， 1966年の 1年間に3.8%上昇している。特に食糧品は， 1960年～65年に2.1
%の上昇であったのが， 1966年には 6.5%と上昇が著しい。本年に入っても，












できない己経済大臣は320の小売店に 5% Riceを32パーツ／15kg, 10% Riceを31
パーツ／15kgで売るように指示していると述べた。現在，米価は48～51パーツで
ある。










































1. The Dusit Thani Hotel Co., Ltd. ホテル業，収容能力＝510室，投
資額＝ 1億4000方ノミーツ，登録資本＝8000万ノξーツ。
2. Pranakorn Milk Industries Co., Ltd. 工場所在地＝サムット・プラカ
ーン，生産能力＝コンデンスミルク 2万2000トン／年，濃縮ミルク9500トン／年，
投資額＝6000万パーツ，登録資本＝6000万ノξーツ。
3. The Thai'-Japanese Rubber Co., Ltd. 工場所在地＝パートムタニヘ




4. The Thai Mercantile Co., Ltd. ヨーロッパ航路船2隻C1万3700ト
ン），投資額＝ l億1700万パーツ，登録資本＝4000万パーツ。
5. The Thai Agricultural Chemical Industries Co., Ltd. 工場所在地ェ
シーラチャー，生産能力＝アンモニア，硝酸，化学肥料，各3000トン／年， 1500 , 
トン／年， 1万5000トン／年，投資額＝ 9億0500万ノ守｝ツ，登録資本＝2000万ノξ
｝ツ。
6. The United Silo and Services Co. Ltd. 所在地＝サムット・プラカ
ーン，貯蔵能力＝24万トン，投資額＝2900万パーツ，登録資本＝2000万パーツ。
7. The Thai Plastic and Chemical Products Co., Ltd. 工場所在地＝サ
ムット・プラカーン， 生産能力＝ 2万1100トン／年， 投資額＝ 3億ノξーツ，登
録資本＝1000万パーツ。
8. The Pathya Beach Hotel Co., Ltd. 所在地＝バッタヤー，収容能力
=122室，投資額＝800万パーツ。登録資本＝800万パーツ。
9. The United Thai Bicycles Industriy Co., Ltd. 工場所在地＝サムヅ d
ト・プラカーン，生産能力＝ 7万台，投資額二700万パーツ，登録資本＝700万
ノξーツ。
10. The Bangkok Shipbuilding and Engineering Co. Ltd. 工場所在地’
＝ノfットムタニー，建造能力＝3000トン／年（100～500トンのもの〉，投資額＝
600万パーツ，資本＝600万ノミーツ。
1. The Thai Chipboard Co., Ltd. 工場所在地＝トンブリー，生産能力
=100万平方米，投資額＝3800万パーツ，登録資本＝500万パーツ。
12. The New Wanchai Hotel Co., Ltd. 所在地＝パークチョン，収容
能力79室，投資額＝800万パーツ，登録資本＝400万ノミーツ。
13. The Universal Carpet Co., Ltd. 工場所在地＝パンコク，生産能力
ニカーペット224トン／年，投資額＝400万パーツ，登録資本＝400万パーツp
14. The Sammit Motors Manufacturing Co., Ltd. 工場所在地＝トンプ
リー，生産能力＝自動車部品および付属品 13万個， 投資額＝500万パーツ，登
録資本＝300万ノξーツ。





16. Ornec Co., Ltd. 工場所在地＝サムット・プラカーン，生産能力＝各
種電球420万個。投資額二1000方パーツ，登録資本＝200万パーツ。
17. The Nam Thμi Limited Partnership ホテル業，所在地＝カンチャ
ナブリー，収容能力＝52室，投資額＝800万ノξーツ，登録資本＝200万パーツ。
18. The Thavorn Udorn Co., Ltd. ホテノレ業，所在地＝ウドン，収容能
力＝116室，投資額＝1500万パーツ，登録資本1000万パーツ。



















































































































T Siam Cement Co.のパンスゥー工場は第5キルンの操業を開始する。この
キノレンの生産能力は月産2万トンでこれによりパンスゥー工場は月産6万2千ト
ンになる。’1915年にこの工場が建設されたときは月産わずか1500トンであった。

















は2週間前， Italian-SwedishVianini Sentab Ca.との聞で行なわれた。 Vianini
Sentab Ca.は第3区（78km）を 1億1250万パーツ，第4区（63km）を 1億1650




























































































(1) Gulf oil Corporation, (2) Tenneco Thailand Inc, (3) B. P Petroleum 
Development Ltd., ( 4)Union Oil Company of Thailand, (5) Continental 
一（ 142）ー -132ー
タイ（9月）







































































Vサヤーム・ニコン紙の報道によると，内閣は ThaiOil Re白1cryCo., Ltd.とー















今年初頭， パンコク卸売市場における米価は， 60kgあたり130パ｝ツ台（ 1級米100






この処置による効果は， 9月11日のスントン経済相談話で， 「園内米価が， 輸出目標






































































































































Kasem Sukhum （チャチュンサオ県知事より内務省検察官）， Chalerm You・ 
伊 nont（ペチャプン県知事より内務省検察官）， Samart Vaivanont警察少将（ウ
ッタラジィット県知事よりロップリ県知事へ）， Phol Vonsarojana （ナコンパト
ム県知事よりトンプリ知事へ）， Panjit Anekwanit （トンブリ知事よりパンコ
ク知事へ）， Yuth Nunpakdie （ロップリ県知事よりラジャブリ県知事へ）， Kam-
ron Sukkorn （スリン県知事よりチャチュンサオ県知事へ）， Vicharn Banasopis 
（ナン県知事よりアントン県知事へ）， Anant Payakuntra （内務省検察官よりナ
コンナヨク県知事へ）， Vieng Sakornsin （内務省よりマハサラカン県知事へう，
Rong Tasananchalee （マハサラカン県知事よりラムプーン県知事へ）， Damrong 
Sunthornsaratul （ラヨン県知事からナコンパトム県知事へ）， Vithya Kesornsa 
ovapark （ナコンラーチャシマ副知事よりラヨン県知事へみ Chamroon Piyamp 
utra （チェンマイ副知事よりベチャプ｝ン県知事へ）， Chit Thongprayoon （ウボ
ン県知事よりナン県知事へ）， Chamnong Tephasdinz Na Ayudhya （ラyプー





副司令官からスリン県知事代行へ）， Tawatchai Dejatiwonsse Na Ayudhya （プ
ラチンプリ県知事よりマハサラカン県知事代行へ）， Phol Chatang Kura （バト
ンタニ県知事よりヒ。ツサヌローク県知事代行へ）， Prasit Unairatana （サムート・
ソングラム県知事よりパトンタニ県知事代行へ）， PTachark Watcharapan. （プラ
チャップキリカン県知事よりプラチンプリ県知事代行へ）， Vetaya Nitavorn （内
務省人事部長よりウッタラジイツト県知事代行へ）， Prayat Samanmitra （内務省
地方部長からプラチャプキリカン県知事代行へ）， Vinij Poomvuthisarn （内務省
人事管理部長からチエンマイ県副知事代行へ）， Suravut Boonyanusart （ナコン
































































































































































































































































1. Khonkhan Wood Curing Industry Co. Ltd.，投資額250万ノξーツ。年間
1600立方米の木材寄木細工の製造。
2. Pornchai Import-Export Co. Ltd.，投資額250万パーツ，年間 5400立方米
の木材寄木細工の製造。
3. Nanyang (Thailand) Co. Ltd., 1500万パーツの追加投資により，タイヤ・
チュープ各々12万本／ l年間の追加生産能力拡張。






















































































Vブリラム県 Laharnsri地区 HinKone Dong村付近の森林中で民間人・警察・
軍からなる反共パトロール隊が共産分子に攻撃され， 1名死亡， 4名負傷。
28自 Vチェンマイ駐屯タイ陸軍筋によれば， 26日夕イ軍と北タイにいる！日国府軍部















’タノム首相によれば，前週中に 6名の反乱分子が殺され， 48名が逮捕， 3名
































































































































































































輸 出 額 8,576 7,874 
輸 入 額 15,565 10,727 
援助等による商品を含む貿易収支 -6,989 -2,853 
援助等tよって受け取った商品額の推定 5,500 1,500 









1967年 1966年 増 減
量 額 量 額 量 額
米 935.7 2,889 1,065.3 2,733 -129.6 十156
錫 15.2 1,019 6.1 468 十9.1 +551 
〉ゴ ム 106.5 853 100.5 959 十6.0 -106 
メイズ 561.1 695 572.9 695 -11.8 
ジュートおよびケナフ 204.6 658 819.3 829 -14.7 -171 
タピオカ製品 465.4 432 404.3 369 十61.1 十63
木チ材ー（ク立お方よメびーそトのル他） 36.6 144 43.6 130 一7.0 十14
ソノレガム 69.5 78 40.1 45 +29.4 +33 























































セメント（1000トン） 851.9 715.6 
麻袋（_1000袋） 22,184.0 20,276.8 
紙（トン） 6,600.0 6,111.8 
煙草（トン） 6,381.0 5,526.0 














































































(1) kg当り 5パーツ90サタン未満のもの…… 1% （従価〉
(2) kg当り 5パーツ90サタン以上のものは， kg当り 5パ｝ツ80サタンを越える
部分に対し……40%（従価〉
（同 クレーフ。ゴムシートおよびその屠
(1) kg当り5パーツ60サタン未満のもの…… 1% （従価）
(2) kg当り 5パーツ60サタン以上のものは， kg当り 4パーツ90サタンを越える
部分に対して……40%（従価〉
(c）濃縮ゴムラテックス
(1). kg当り 3パーツ57サタン未満のもの......4 % （従価〉
(2) kg当り 3パーツ57サタン以上のものは， 3パーツ20サタンを越える部分に
対して…...40% （従価〉
(d）生ゴム液
(1) kg当り 2パーツ 8サタン未満の場合は……4%（従価〉
(2) kg当り 2パーツ 8サタン以上のものは1パーツ85サタンを越える部分に対
レ…・40%（従価〉
(e）その他
(1) kg当り 3パーツ57サタン未満のもの…… 1% （従価〉






























































































































1. Lad Tan lagoon計画 工事費150万パーツ











2. Thai Maritime Narigation会社の貨物船2隻（8000トンおよび1万
3500トン〉購入の入札。
9 8 V貿易局は日本向けメィズの輸出量に関して B.O.T.と協議中であるが，輸出
協会では本年度協定量の62万トンの輸出はむずかしいとみている。 12月積みの価
格は54.08ドルで11月積み54.91ドルより安値となっているつ
、10日 曹アユッタヤ県タールワ郡で，カラプリアン会社（FarmDevelopment Centers 











































































































は10万トンから 3万トン， 8万トンから 5万トンにそれぞれ減少する。今年度の





































































(1）ノンカイ県シーチェンマイ郡からKoksauk,Thakrotin, Phatung, Kangkai 
を通るメコン河沿岸の道路。 1968年完成予定。
(2）ノンカイ県 Bungkarn郡の Phusingh山周辺の道路。 この道路は目下建
設中であり 1969年には完成予定。






























ジュート 契約量 6万トン 330万ポンド予想損害額 2億6400万パーツ．
タピオカ 契約量 13万トン 260万ポンド予想損害額 2080万パーツ
ひまの実契約量 2万トン 120万ポンド予想、損害額 960万パーツ
綿 実契約高 2万トン 60万ポンド予想損害額 480万パーツ
メイズ契約高 3万トン 60万ポンド予想、損害額 480万パーツ





































































































































































































































1日 Vタイ国エ業金融公社（I.F. C. T.）は 500万ドルの借款交渉のためアジア開発






























































1. The White Cement Industry Co. Ltd. 年産16万トン，サラブリ，カ
ンチャナブリ，コンケーンに工場を建設する。投資額6800万パーツ。
2. The Victory Sound Production Co. 年産68万400枚のレコード生産，
投資額230万パーツ。





































































































様である。約10人の元国会議員が選出された。その中には Mr.Y ai Sawatchart, 



















1965年 1966年 dg～663年月） clg～673年月）
12,663.5 14,010.2 4,039.4 4,526.6 
15,813.7 21,207.0 4,398.2 6,123.2 


















機械および輸送手段 1,018.2 978.0 2,116.6 
化学製品 275.8 301.5 1,699.7 
雑 貨 品 133.1 251.2 1,296.9 
食 糧 59.4 67.9 1,284.3 
工 業製品 299.2 576.6 1,105.7 
－原 材 料 124.1 234.8 358.1 
石油および潤滑油 106.8 106.9 146.9 
動植物性脂肪および油脂 0.7 1.3 1.3 
雑品およびその他消費財 119.9 324.8 358.1 





輸 入 2,301 3,015 9,038 
輸 出 547 834 996 
通常貿易収支 -1,754 -2,181 -8,042 
直輸入総額 2,301 3,015 9,038 
援助（無料）商品 282 939 6,478 
通常取引商品 2,019 2,076 2,560 
対米輸出 547 834 996 





























米国から輸入された機械および輸送手段 1,018.2 978.0 2,116.6 
援助計画による援助商品 134.3 117 .9 526.5 
軍で使用するための商品 717.7 





て来ている。 1964年， 1965年に米国からの化学品輸入額が増大傾向を見せ， 1964年に
2億7600万パーツ， 1965年に 3億0200万パーツになっている。しかし，この額のうち
















米国からの工業製品輸入総額 299.2 576.6 1,105,7 
援助の型での工業製品輸入 10.8 243.9 195.6 
軍用のための工業製品輸入 529.4 
通常取引による輸入 288.4 332.7 380.7 
米国からの工業製品輸入統計
（単位 100万パーツ〉
1964年 1965年 1966年 1年96の5年比較と1966
総 額 299.2 576.6 1,105.7 +529.1 
ゴム製品 38.3 27.9 53.7 + 25.8 
紙および紙製品 47.7 49.5 149.1 + 99.6 
綿 布 29.1 29.8 19.1 - 10.7 
綿布以外の織布 16.8 22.3 27.0 十 4.7
ガラスおよびガラス製品 6.9 7.8 51.2 + 43.4 
鉄および鋼鉄 36.9 46.1 90.8 十 44.7
銅 1.6 2.8 15.0 十 12.2
アルミニューム 11.6 17.2 21.7 + 5.4 
武器（誘導ロケット弾のような）15.5 242.4 204.7 - 37.7 
金 購製品 50.7 83.6 351.8 十268.2








はなかった。すなわち， 1962年以来，年平均 l億ノ号ーツ程度であった。 1963年から
1965年にかけて，との種商品の輸入額は， それぞれ1億4900万ノξーツ， 1億3300万パ
ーツ， 2億5100万パーツと増えている。しかし，このうちAIDによる援助の型で輸入
されたのは， それぞれ5500万パーツ， 1800万ノξ｝ツ， 1億1800万ノミーツが含まれてお




















総 額 133.1 
衛生器具 4.6 
家具および設備 3.4 




撮 影 機 11.0 

















20.4 + 18.0 
16.1 - 1.5 
46.2 + 10.0 
8.3 + 2.2 
6.9 十 1.6




冷蔵庫および部品 8.3 12.2 17.0 + 4.8 
万年筆および鉛筆 6.3 5.5 4.7 - 0.8 
軍用消耗品 11.6 108.6 1,014.8 +906.2 










それぞれ 1億6350万パーツ， 1億7180万パーツであった。 1966年にはJUSM__AGが軍
用自的で， 特に 5億4270万パーツ輸入しているために，この種商品の米国からの輸入
額は8億1630万ノξーツと激増している。また，援助の型での輸入およびJUSMAGの
輸入を差し引いた通常取引による輸入額も 2億 7100万パーツあまりで， 1965年より
も100万パーツの増となっている。これは， 1966年における煙草の買付けが増えてい
るからである。 1965年に約5526トン， I億6770万ノξーツであったのが， 1966年には8739




総 計 163.5 171.8 816.3 
AID援助によるもの 1.5 2.4 2.5 
JUSMAGが持ち込んだもの 542.7 



















ーツ輸入したが， 1966年に 720万パーツとなっており， 2倍以上に増えている〕これ








1964年 1965年 - ，、』ー－
総計 JUSMAG その他
食 料 9.1 15.3 1,196.7 1,185.0 11.7 
飲料および煙草 1.5 2.4 555.2 542.7 2.5 
石油および潤滑油 6.1 5.6 33.0 32.4 0.6 
イ己 出寸企二a 品、 31.2 52.5 1,346.0 1,281.2 64.8 
工 業製品 10.9 243.9 725.0 529.4 句 195.6
輸送手段 134.3 273.1 1,244.2 717.7 526.5 
雑 貨 ロ口 18.0 117.9 1,126.6 1,107.8 18.8 
雑品およびその他消費物資 70.6 228.0 261.6 137.2 124.4 


























































































































































































1966 （精練錫） 4,1臼1 282.0) 
}4.725 }305.3 
（金属混合錫） 5601 ’ 23.3J 
この錫商品が，従来の錫鉱に代わって精練錫になったことで，米国向け輸出が， 1965
年， 1966年と増えてはいるけれども，米国はタイ錫市場として最も重要な市場ではな














年次 量 額 F ー－－..／」一一『
… 量 額
1958 78,306 134.5 +15,914 十25.3
1959 84,618 132.4 + 6,312 - 2.1 
1960 99,233 152.4 +14,615 十20.0
1961 125,181 186.4 +25,948 +34.0 
1962 62,027 103.5 -63,154 -82.9 
1963 95,816 160.9 +33,789 十57.4
1964 116,643 177.6 +20,827 +16.7 
1965 121,078 190.9 + 4,435 +13.3 














































































































,660 - 119,660 











年次 天然ゴム合成ゴム 年次 天然ゴム合成ゴム
1958 36(%) 64(%) 1962 27(%) 73(%) 
1959 34 66 1963 26 74 
1960 31 69 1964 24.9 75.1 




































1965 7,028 66.5 9,462 - 90 


















1963年 1964年 1965年 1966年
量額 量額 量 額
量.－－＇、ー田額ー『
日 本 456 18.5 1,079 38.3 1,772 56.6 3,511 121.2 
米 国 567 18.4 413 11.0 1,066 37.5 1,383 45.3 
香 港 231 6.5 625 13.0 300 5.1 463 6.7 
799 2.7 1,283 6.4 1,725 9.7 1,981 10.8 






年次 量 額 平均価格
1962 4,251 27.0 6,351 
1963 2,834 18.1 6,386 
1964 2,652 17.4 6,558 
1965 3,141 19.9 6,335 
1966 5,828 38.2 6,555 











年次 （ト量ン） (100万額パーツ） （トン平当均り価パ格ーツ）
1962 9,736 36.6 3,763 
1963 4,788 15.6 3,263 
1964 4,999 17.7 3,536 
1965 10,645 37 .6 3,532 
1966 6,699 25.3 3,776 
8. 9ュート…米国はタイジュート市場としては重要な市場ではない。タイ国から
．のジュート買付けは毎年僅かな量である。特に1963年以来，米国向けジュ←ト輸出は
減少している。 1962年に約2万2071トン， 4490万パーツあった輸出が， 1963年から















4. 20 1憲法草案第 2読会へ上提
:.L‘ 
’ロ








6. 19 I 7月の米輸出プレミアムの大幅引上げを発表
表
対 タト 関 係
1. J南ベトナム
1. 18 Iタイ駐留米軍 3万 5千人
3. 9 I タイ園内基地からベトナム爆撃用米機発着を正式に認
める
4. 10 I B-52, 3機ウタパオ空軍基地到着
6. 20 I公務員給与の改訂，閣議で原則的に予承さる I I I 6. 20 1米人に対する特別ピザを認めず
s. 1 Iプラチヤップキリカン県で激しいテロ活動
9. 20 Iブンチャナ国家開発次官，駐米大使に任命さる
12. 1 I ナーン地方でテロ活動激化
12. 23 i市町村議会選挙施行
9. 6 I米輸出量 130万トンに制限
10. 30 Iカラプリアン会社事業開始
10. 30 Iゴム輸出税の減率
8. 8 I ASEANの結成に調印
9. 7 I新駐タイ米大使にアンガ一氏
9. 21 I “女王のコブラ”連隊サイゴンに到着
9. 26 I佐藤首相訪タイ









韓 国 256頁 268頁 172頁
中 国 品切 519 558 
イ ン ド 241 257 218 
インドシナ 263 267 480 
フィリピン 173 274 172 
タ イ 240 332 208 
シンガポーノレ 242 196 234 
インドネシア 296 251 208 
ピ ノレ マ 325 387 288 
ノfキスタン 品切 354 300 
シベリア開発 386 387 338 
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